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 退職したときや、収入が増えて配偶者の扶

養でいられなくなったときなど、国民健康保

険に入らなければなりません。 

 もともと自営業者を対象に考えられてきた

国民健康保険ですが、今大きく変わっていま

す。退職する従業員から質問されることが多

い国保。その成り立ちやしくみを考えて見ま

しょう。 
 

■ 重要ポイント 

 

 国保は健康保険と違い、世帯単位で加入

し、前年の所得をベースに保険料が決められ

る。保険料は市町村ごとに異なる。 
 

■ 国保には2種類ある 

 

 医療保険は被用者保険と地域保険に分かれ

ています。 

 被用者（サラリーマン・公務員）とその扶

養家族は職場の健康保険に加入します。そう

でない人は地域保険である国民健康保険に加

入します。 

 ふつう、国民健康保険（国保）という場合

には市町村国保を指します。 

 加入者から保険料を徴収し、保険サービス

を行う運営主体を保険者といいますが、保険

者数は全国で約1,800です。 
 農業従事者、自営業者や無職の人が加入す

るのが市町村で運営されている国民健康保険

です。５人未満の個人の事業所は健康保険の

強制適用事業所ではありませんので、このよ

うな小さな個人の事業所で働く人も国民健康

保険に加入します。 

 医師や歯科医師、薬剤師などの医療関係者

のほか、税理士・建設土木関係者など特定の

職業による保険者の国民健康保険組合もあり
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ます。医師国保、税理士国保などは市町村国

保とは別に、地域ごとに同業種の人たちが集

まって独自に医療保険を運営しているので

す。 

 国民健康保険組合を設立するためには認可

が要りますが、市町村国保を原則とする立場

から、現在、厚生労働省は国保組合の新規設

立を認めていません。 
  

■ 医療保険っていつから？ 

 

 私たちは当たり前のように何らかの医療保

険制度に加入し、医療サービスを受けること

ができますが、日本で初めての健康保険制度

は、1922（大正11）年にさかのぼります。被
用者が対象でした。 

 地域の医療保険制度は、1938（昭和13）
年、国民健康保険法がはじまりです。ただ

し、当時の国保は市町村が保険者ではなく、

また、強制保険でもありませんでした。地域

住民が組合を組織して、同一業種の人たちが

国保組合を作り運営されるものでした。 

 農村の窮乏、結核の蔓延、衛生状態も悪い

中で国民健康保険法が制定されたのでした。 

 1948（昭和23）年、多くの無保険者が問題
とされるようになり、国保は地域住民の組合

から、市町村公営に改められました。 

 1959（和34）
年、全市町村に

国保事業が義務

化され、被用者

以外の人は市町

村国保によって

医療保障を受け

ることとなり、
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1961（昭和36）年、国民皆保険（全ての国民
が何らかの医療保険制度に加入している）制

度が整いました。 
 

■ 国保の特徴 

 

 国保は世帯（家族）単位で加入します。世

帯主が保険料の納付義務者となり、勤め人で

ない家族は一緒に国保に加入します。加入単

位が世帯であることが被用者（サラリーマ

ン）が加入している協会けんぽなどとの大き

な違いです。 

 協会けんぽであれば、たとえば年収100万円
の配偶者はサラリーマン本人の扶養家族とな

り、保険料の負担はまったくありません。 

 自営業の世帯主と年収100万円の配偶者は、
同じ国保に加入しますが、世帯主の収入と合

わせて保険料が算定されます。配偶者が無収

入でも家族数に応じて国民健康保険料は上が

ります。 

 被用者保険のように一定の保険料率で決め

られるのではないのです。 

 国保の保険料の算定は複雑です。 

 保険料は、医療分保険料・後期高齢者支援

金分保険料（支援分）と介護保険料の三つか

らなります。 

 経済的能力に応じて保険料を決める、応能

負担（所得割・資産割）と誰もが一定程度決

まった保険料が課されるという応益負担（均

等割・世帯別平等割）からなりますが、それ

ぞれの保険者が保険料を決めます。 
 

■ 国保の負担 

 

 新潟市の場合、医療分と支援分は所得割、

均等割、平等割の合計で、介護分は所得割と

均等割の合計です。 

 前年の所得を元に計算されますが、算出方

法は複雑でわかりにくくなっています。 

 新潟市の場合、ホームページで 世帯主44
歳収入210万円、妻38歳収入90万円、子12歳の
事例がありますが、23年度は医療分の料率が
上がり、均等割、平等割額も上がって、年間

237,500円の国保料になります。 
 月額で約2万円です。月25万円の収入の三人
家族で、国保が毎月2万円、それに国民年金が
二人で（15,020円×2）3万円、計5万円の社会
保険の負担！払えるでしょうか？ 

  

■ 救済制度 

 

 保険料の軽減措置はありますが、所得の申

告をしていることが措置を受ける要件になっ

ています。 

 解雇など、本人の意思でなく失業した人に

対しては、保険料の算定における給与所得を

前年の3割程度とする軽減措置がとられるよ
うになりました。(2010（平成22）年4月～） 
 

■ 新潟市の収納率 

 

 新潟市の国保の収納率は急激に悪化してい

ます。 

 ホームページでデータを見ると、現年分の

収 納 率 は 平 成 18 年 度 93.11％、19 年 度
92.67％、20年度89.94％と9割を切っていま
す。現年分と滞納繰越分を含めた収納率は18
年度81.76％、19年度80.91％、20年度75.07％
まで下がっています。 

 保険財政は公費でもまかなわれています

が、収納率の低下は大きな問題です。ここ数

年の保険料の高騰が収納率の低下につながっ

ていると思われます。国民皆保険を守れるの

でしょうか。加入者の半数以上が無職（低所

得者）で高齢化している国保、大きな曲がり

角にきています。 
 

■ 退職者へのアドバイス 

 

 退職後 医療保険をどうするか。 

 もし退職者に、同居しているサラ

リーマンか公務員など被用者保険に加入して

いる子などの家族がいれば、被扶養者になれ

るか検討します。 

 被扶養者になれなければ、国民健康保険に

加入するか、任意継続被保険者になるかの選

択になります。 

 国民健康保険料がいくらになるかは、区役

所で調べてもらいましょう。 

 任意継続被保険者になるには、資格喪失日

から20日以内に手続きをしなければなりませ
ん。保険料は事業主負担が無いので2倍にな
りますが、標準報酬月額の上限（28万円）が
あるので、報酬が高く扶養家族がいる場合

は、国保より有利です。退職後2年間は任意
継続被保険者でいることができますが、1年
間は任意継続を選択し、その後国保にするの

が有利ということもありえます。 
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 シリーズ  年   金   
 
 

     ～ 平成23年度の年金額 ～ 

 

 平成23年度の年金額は、22年度に比べ、少し減額

になりました。   
 

  

                       労使紛争｢合同労組事件｣が全体の7割で過去最高 
                           平成23年5月20日 中央労働委員会事務局発表  

      
 

 人事労務の素朴な疑問 

 
     

 同じ８時間労働でも 

       
 

 深夜労働には 

    深夜割増賃金が必要 

 

 15：00から勤務し、19：00から20：00ま
で休憩、24：00まで働いた場合、労働時間
は８時間ですが、22：00を過ぎた２時間に
ついては、深夜割増の賃金（２割五分増

し）を支払わなければなりません。 

 

 

 中央労働委員会は、平成22年度中に全国の労働委員会が扱った、労働組合と使用者の間に生じ
た｢集団的労使紛争｣の取り扱い件数と、労働者と使用者の間の｢個別労使紛争｣のあっせん件数を

発表した。 

 それによると｢合同労組｣が関係する事件の割合は69.8％と過去最高。また、懲戒や解雇などの
処分を受けた労働者が、その後合同労組に加入し、その組合から調整の申請があった｢駆け込み

訴え事件｣のしめる割合も36.8％と昨年に引き続き過去最高となった。 
 

※合同労組とは ｢合同労組｣、｢一般労組｣、｢地域ユニオン｣などと呼ばれているもの。主に中小企業の労働者

が個人加盟している。 

※中央労働委員会とは、労働組合法に基づいて設置された国の機関。労働組合法、労働関係調整法などの法律

に基づき労働者が団結することを擁護し、及び労働関係の公正な調整を図ることを任務としている。 

         
                  

                         ◆ ご意見いただきながらのセミナー ◆  業務日誌 5月□日  

                                        

  『未払い残業代対策』について話をさせていただく機会があった。 
 

  打ち解けた雰囲気だったので、一方的に話をするのではなく、「御社ではいかがですか」「ご納得いた

だけますか」など、意見をお聞きしながら、話を進めた。 

  すると「○○はどうですか」「こんなことがあったけれど・・」と思わぬ質問をいた

だいたり、受講者である経営者が過去に体験した話などを聞くことが出来た。 

  同じ内容の話でも、受講者が違ったり、話のやり方を変えると、ずいぶん違う

研修になることが分かった。 

  今回は話の中で賃金の統計をいくつか示したが、突っ込んだ質問をされ、

答えに窮した。統計の見方、使い方の難しさ、勉強不足を感じた。 

  受講者のニーズに広くこたえられるか、日ごろの研鑽が問われる。 

年金の種類 平成22年度 平成23年度 

老齢基礎年金 792,100 788,900 

配偶者加給 396,000 394,500 

中高齢寡婦加算 594,200 591,700 


